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持続可能なバイオマス利用に向けて メールマガジン 第 2 号 
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バイオマス資源の持続可能な利用にむけてのメールマガジン、第２号をお送りします。 

 

■再生可能エネルギー電力買取法が成立 

 

バイオマスなど再生可能エネルギー電力を固定価格で買取る法律、電気事業者による

再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（FIT 法）が、8月 26 日、国会で

可決しました。施行日は 2012 年 7 月 1日です。 

 

当初の法案から、大幅な修正が加えられました。主な修正点としては、1)再生可能エ

ネルギー電力の買取価格をすべて一律から、エネルギーの種別、設備の規模等の設備

の様々な様態に応じた調達価格を設定する 2)調達価格等と算定の基礎に用いた数

および算定の方法を国会に報告する 3)調達価格等算定委員会を設定し、５名の委員

を任命する 等です。 

 

再生可能エネルギーの様々な形態にかかわらず一律価格、というのは、過大な利益を

得る事業所がある一方で、ポテンシャルがありながら採算がとれず事業化できないケ

ースが出現するおそれがありました。これが修正されたことは、大きな前進ですが、

具体的な買取価格の決定はこれからであり、どのような価格となるのかが注目されま

す。 

 

また、バイオマス発電においては、発電の燃料となるバイオマスが、建材や製紙、あ

るいは熱利用など他の用途と競合することを避けるための制度設計や、主に輸入バイ

オマスで懸念される持続可能性基準づくりなどが今後の課題となると考えられます。 

 

電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法全文

http://kanpou.npb.go.jp/20110830/20110830t00042/20110830t000420070f.html 

 

議案審議情報 

http://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/gian/177/meisai/m17703177051

.htm 
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■被災地のバイオマス利用 

 

2011 年 3 月 11 日の東日本大震災では、東北地方を中心に甚大な被害が生じました。

特に、津波の被害に遭った地域では、莫大な被災材が発生し、これをバイオマス利用

できないかという模索が始まっています。被災地にバイオマス発電を建設する案もあ

りますが、被災材は保管場所の問題などから数年程度しか利用しにくいと考えられま

す。バイオマスのエネルギー利用では、熱利用の方が小規模でも利用効率が高く経済

性もあり、地域の林業振興と連携しながら、熱利用を主体としたバランスの取れた取

り組みが必要だと思われます。 

 

8 月 25 日に開催されたバイオマス産業社会ネットワーク第 108 回研究会では、内閣

官房国家戦略室内閣審議官の梶山恵司氏、木材利用課総括課長補佐の香月英伸氏らに

ご講演いただき、「日本の今後のバイオマス利用を考える～被災地の復興と新たな動

き」について議論しました。当日の配布資料は、こちらよりダウンロード可能です。 

http://www.npobin.net/research/ 

 

～…～…～…～…～…～…～…～…～…～…～…～…～…～…～…～…～…～ 

■国連がランドラッシュ（土地収奪）についての報告書を発表 

 

2011 年 7 月、国連食糧安全保障委員会食料安全保障と栄養に関するハイレベル専門

家パネルは、土地に対する権利と国際農業投資報告書を発表しました。 

 

同報告書によると、近年の中・低所得国の土地に対する大規模投資（買収またはリー

ス）は、5000～8000 万 ha と推定されています。農業安全保障の実現には、農業投資

の増加が必要との認識は広く共有されていますが、昨今の農地に対する国際投資は、

農業生産性や農村の生活水準の向上にほとんど役立っておらず、むしろ食料安全保

障・所得・生活・環境・地域の人々を犠牲にしています。投資の背景には、食料・飼

料・バイオ燃料・鉱物資源・木材などに対する需要の高まりがあるとのことです。 

 

また、投資の直接的な影響を受ける人々、特に社会的弱者に発言権を与える必要があ

ること、市民社会組織による監視が有効であること、投資受入国政府は透明な土地取

引等の土地政策の政策をとること。投資家及び企業には、人権を尊重し、人権侵害を

回避する法的責任があること、などを提言しています。 

 

報告書全文（英語） 

http://www.fao.org/fileadmin/user_upload/hlpe/hlpe_documents/HLPE-Land-tenu
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re-and-international-investments-in-agriculture-2011.pdf 

（第５回バイオマス資源の持続可能性に関する委員会 佐久間智子委員資料より事

務局作成） 

 

～…～…～…～…～…～…～…～…～…～…～…～…～…～…～…～…～…～ 

◆お知らせ 

 

自然エネルギーによる東日本再震災被災地支援を行う「つながり・ぬくもりプロジェ

クト」では、引き続き寄付を募集中です。詳細は下記をご参照ください。 

 

http://tsunagari-nukumori.jp/ 

 

～…～…～…～…～…～…～…～…～…～…～…～…～…～…～…～…～…～ 

 

このメールはバイオマス産業社会ネットワークの会員、また過去に地球・人間環境フ

ォーラム主催のバイオマス、バイオ燃料に関係するイベントに参加された方等にお送

りしています。 
本メルマガを今後受け取りたくない方は、ご連絡ください。 e-mail: mail@npobin.net 
 
発行：バイオマス産業社会ネットワーク 
協力：FoE Japan／地球・人間環境フォーラム 
 
持続可能なバイオマス利用に向けて 調査研究・意識啓発事業 
http://www.gef.or.jp/activity/economy/stn/index_biomass.html 


